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令和５年度事業報告 

 

自 令和 ５年 ４月 １日 

至 令和 ６年 ３月３１日 

 

令和５年度においては、以下の事業を実施した。 

 

一 測量専門教育の充実向上及び普及（実施事業） 

 

 １ 測量専門教育に関する調査研究（定款第 4 条第 1項第 1号） 

   測量教育機関（測量法第 50 条及び第 51 条に定める大学、短大、高専、測量専門学

校）における測量教育内容、動向についての調査は、感染症の影響等により実施できな

かった。 

   一方で、令和５年８月に国（国土地理院）が実施した「養成施設関係のアナログ規制

の見直しに係る調査」に関するアンケートへの回答及び令和６年１月に国（国土地理院）

が実施した測量に関する専門の養成施設に係る登録要件等に関する検討会に各測量専

門学校長等が参加し、国（国土地理院）と測量に関する科目、実習機器、専任教員等の

登録要件等の基礎情報にかかる課題について意見交換を行った。 

 

 ２ 測量専門教育学校運営連絡会（定款第 4 条第 1項第 3号および第 8号） 

  測量専門学校運営連絡会の開催は、令和５年９月２１日から２２日に茨城県つくば市

（つくば国際会議場）において、令和６年１月３０日に東京都文京区（（公社）日本測

量協会会議室）で測量専門学校運営連絡会をそれぞれ開催し、各測量専門学校及び関係

行政機関等と、教育現場における詳細な分析とともに今後の教育内容及び教育実習等の

検討を行った。 

また、各学校における教員不在における授業の運営方法や専任教員資格の登録要件緩

和に関する情報交換、国への要望等について意見交換を実施し、とりまとめて会長に建

議した。 

    

 ３ 海外技術支援（定款第４条第１項第４号後段） 

   海外技術支援・援助の一環として関係機関を通じて職員の派遣を実施してきている

ところであるが、今年度は、一般社団法人国際建設技術協会から講義の依頼があり、「国

家基準点管理の効率化と利活用」コースの「３次元網平均」について、６カ国（カンボ

ジア・エチオピア・フィジー・ヨルダン・モンゴル・タイ）の８名に講義を実施した。 

 

４ 広報（定款第４条第１項第５号） 

（1）地図・測量関連団体と連携した広報活動 

①「地図展 2023 名古屋市の魅力を再発見」が、令和５年 9 月１５日～９月２０日
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の間、名古屋国際センター（名古屋市）において開催され、当センターも管区内の

専門学校等と協力し参加した。 

②「測量の日」の関連行事が６月３日「測量の日」を中心に、測量・地図に関する情

報、知識を国民に普及、啓発する運動が全国で実施され、開催が縮小されたイベン

ト等もあったが、これら各種行事に全国の各専門学校と協力し参加した。 

     ③「広報推進協議会」の構成員として参画し、測量業界の一体的な広報の強化に努め

た。 

 （2）測量教育等に関する電話、メール等での問い合わせに対し、的確な対応を行った。

（件数：約２５０件） 

（3）当センターのホームページを活用し、各種の情報発信を行った。 

 

二 測量専門教育に関する教材の作成・販売、測量士・測量士補登録手続き事務、その他

受託業務（その他事業） 

 

 １ 測量専門教育に使用する一般教材の作成および販売（定款第４条第１項第２号） 

 （1）「応用測量学通論」の新刊を作成するとともに「測量学概論」外４冊について昨年に

引き続き販売した。 

（2）測量法「逐条解説」（平成１７年初版）の改正版の刊行に向け、関係機関と調整を行

ったが、刊行には至らなかった。 

   

 ２ 測量士、測量士補登録手続き事務（定款第４条第１項第８号） 

   本年度卒業生に対し、測量士、測量士補の資格取得に関する全体的な登録事務手続及

び実務経験の申請方法等について指導を行った。 

なお、本年度についても卒業生を対象に、測量士若しくは測量士補の登録番号、登録

年月日を記載した「ＳＥＣカード」の配布を行った。 

 

区  分 登録者数 備  考 

測 量 士   ６８ （ ７２） 

測量士補  ３８４ （４３２） 

計  ４５２ （５０４） 

                       備考（ ）内は令和４年度実績 

 

３ 受託業務（定款第４条第１項第６号） 

   「測量士・測量士補登録等補助業務」を国土地理院から受託し実施した。この業務は、

測量士名簿及び測量士補名簿への登録、登録のための審査業務、名簿記載事項変更に関

する業務、名簿記載事項証明に関する業務の処理及び測量士・測量士の資格取得方法、

登録番号、その他登録に関する問い合わせ業務の補助業務を実施するものである。 

 



- 3 - 

 

 

 

三 その他の事業（定款第４条第１項第３号および第８号） 

 

① ＪＦＳ（日本測量者連盟）活動について 

   ＪＦＳ加盟組織として、連盟活動に協力するとともにＪＦＳ広報誌に当センターの

概要・活動内容等について紹介した。 

② 測量系ＣＰＤ協議会活動について（定款第４条第１項第４号前段） 

   測量系ＣＰＤ協議会の構成員として、その活動に参加した。 

 

  



- 4 - 

 

 

令和５年度事業報告に係る附属明細書 

  

 

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第３４条第３項に規定する事業報

告の内容を補足する重要な事項はありません。 


